






























― ― ― ―

― ― ― ―

兼任 講師
伊藤　眞弘

(64)
平成29年4月 

国際情勢特殊
研究

―

― ― ― ―

兼任 講師
渡辺　昇
（74）

平成29年4月 
国際ビジネス
特殊研究

―

― ― ― ―

兼任 講師
吴　　悦
（67)

平成29年4月 
国際関係特殊

研究
―

― ― ― ―

専任 教授
林　　猛
（67)

平成29年4月 
日本文化特殊

研究２
（研究指導）

―

― ― ― ―

専任 教授
高橋　恵美子

(44)
平成29年4月 

日本文化特殊
研究１

（研究指導補
助）

―

― ― ― ―

専任 教授
青木　雅幸
(68)(高）

平成29年4月 

英語特殊研究
英語圏文化特

殊研究
（研究指導）

―

― ― ― ―

専任 教授
謝　心範

(63)
平成29年4月 

中国語特殊研
究

中国文化特殊
研究

（研究指導）

―

― ― ― ―

専任 教授
阿久澤　忠

(63)
平成29年4月 

日本語特殊研
究１

日本語特殊研
究２

（研究指導）

―

― ― ― ―

専任 教授
本多　周爾

(67)
平成29年4月 

国際コミュニ
ケーション特

殊研究
（研究指導）

―

専任 教授
佐々木　隆

(57)
平成29年4月 

国際文化交流
特殊研究

（研究指導）
―

― ― ― ― ―

　

　
高橋　暢雄

（50）
平成29年4月

国際ビジネス
特殊研究

（研究指導）
専任 教授

氏　　名
（年　齢）

就任予定年月 担当授業科目名
兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

の別　 の別　

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

備　　考

専任・

職名
氏　　名

（年　齢）
就任予定年月 担当授業科目名

専任・

職名

　　　　教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出予定

　　　　の場合は「○年○月変更書提出予定」と記入してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

　　　　を記入してください。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は，当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画

　　　　変更書」を提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任

（注）・　設置時の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，「設置時の計画」には当該学部等の就任時における満年齢を，「変更状況」には平成２９年５月１日現在の満年齢

５　教員組織の状況

＜国際コミュニケーション研究科　国際コミュニケーション専攻（博士後期課程）＞

（１） 担当教員表
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

教　授
計

（Ｂ）

8

［0］

3 4

名 名

　　　　算出される教員数を記入してください。

2

名

「別表第一」の「その他の教員組織に」に「原則として、研究指導教員数と研究指導補助行員
数を合わせて五以上とする。」とある。

　　　　および，平成２９年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　（２）－③　年齢構成

年齢構成

定年規定の定め
る定年年齢
（歳）

報告書提出時
（上記（Ａ））
の教員のうち、
定年を延長して
採用している教

員数

完成年度時（上
記（Ｂ））の教
員うち、定年を
延長して採用す

る教員数

　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

　　　・専門職大学院の場合は，「研究指導教員」を「研究者教員」と，「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

70 0 1

歳 名 名

（注）・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

［　０　］ ［　０　］

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の状況」には、報告書提出年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の完成年度時の計画」には、報告書提出年度の５月１日現在、完成年度時に計画している教員数を記入するとともに，

7 1 0
7 1 0

（　7　） （　1　） （　０　）

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当の
教員数

7 1 0

［　０　］

［　0　］ ［　0　］ ［　0　］ ［　0　］

研究指導教
員数

研究指導補
助教員数

講義のみ担
当の教員数

研究指導教員
数

研究指導補
助教員数

8
8 0 0 0

（　8　）（　0　）（　0　）（　0　）（　8　）

助　教

8 0 0 0 8
8 0 0 0

講　師 助　教
計

（Ａ）
教　授 准教授 講　師教　授 准教授 講　師 助　教 計 准教授

（２） 専任教員数等

　（２）－②　専任教員数

設　置　時　の　計　画 現在（報告書提出時）の状況 現在（報告書提出時）の完成年度時の計画

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導補助教

員数

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時におけ
る設置基準上の必
要研究指導教員数

うち、完成年度時
における設置基準
上の必要教授数
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時

（届出時） 留意事項 ――

(平成28年8月）

６　留意事項等に対する履行状況等

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の

留　意　事　項　等

・国際コミュニケー
ション学部国際コミュ
ニケーション学科の定
員充足率の平均が0.7
倍未満となっているこ
とから、学生確保に努
めるとともに、入学定
員の見直しについて検
討すること。

「学生の確保の見通し等を
記載した書類」（別紙①）
の通り。なお、入学者に関
わる内容のため、平成29年4
月1日の入学者数を反映させ
た履行状況。（２９）

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　・　同一設置者が設置する既設学部等に付された意見は、当該大学から提出される全ての報告書に

　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等

　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　してください。

　　　　記入してください。
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別紙①

14

学生の確保の見通し等を記載した書類

大学開学以来、本学の入学者は、系列の武蔵野高等学校からの内部進学者が大半で

あった。ところが、武蔵野高等学校としても生徒募集の観点から、外部の大学への進

学指導に傾注せざるを得なくなり、本学への進学者が激減した。他方で、他の受験生

を募集する体制や広報活動も速やかに整えることができなかった。その結果、別紙資

料（「武蔵野学院大学入試結果」）にあるように、2014（平成 26）年度入試では、内部

進学者が大幅に減少し、それ以外の受験者もわずか 12 名となった。

本学としては、内部進学者以外の募集活動や本学の広報活動の強化を最優先事項と

捉え、様々な対策に取り組んできた。まず、学内体制の整備を試みた。従来の固定さ

れた考え方ではなく、最新の入試情報や受験生の動向を察知し、新たな募集活動を展

開するために、2015年度入試より、学生募集の責任者を 30 代の若手教員に担わせた。

同時に、学部長、短大学科長、事務局長が副責任者となり、また打ち合わせには大学・

短大両学長も参加することで、スピーディーな改革を実行できる体制とした。こうし

た体制のもと、センター試験利用入試や特待生入試の開始、入試科目の見直し、西武

鉄道への車内広告掲載、学校バスの増便などを行ってきた。

また、教育面での改革にも取り組んできた。国際コミュニケーション学部であると

いうこと、定員 120名の少人数であることに鑑み、カリキュラムを一部改正し、英語

関係の講義を充実させた。さらに、モチベーションの高い学生に対して、講義以外に

も英語の特別講座を用意するなど、英語を中心とした教育活動の見直しも行った。

一連の改革を経て、徐々にではあるものの、内部進学者以外の受験者数が年々増加

している。また、本学の魅力作りに努めた結果、内部進学者も増えることとなった。

こうしたなかで今年度は、入学手続者が定員の 120 名には達しなかったが、定員を上

回る合格者を出すことができた。学内では、即効性のある学生募集・広報活動が難し

いなかで、一定の成果は出ていることから、今年度と同様の施策を行っていくことが

重要ではないか、という考えに至っている。

なお、学生募集のより具体的な状況等を理事会、評議員会へも提示し、多様な意見

の集約にも引き続き努めていく。現状、理事会、評議員会、教授会等では、定員の見

直しを計るよりも、現況の諸施策の進捗を図るべきであるとの議論が趨勢を占めてい

る。



別紙①資料①

出願者 合格者 入学者 出願者 合格者 入学者 出願者 合格者 入学者 出願者 合格者 入学者 出願者 合格者 入学手続者

内部進学者入試 86 86 85 56 56 53 24 24 24 36 36 36 57 57 57

留学生 1 1 1 2 2 1 3 3 3 6 5 5 6 5 4

その他
（AO・推薦・
一般・ｾﾝﾀｰ）

21 20 19 10 10 9 60 51 27 69 50 29 98 78 44

春　 計 108 107 105 68 68 63 87 78 54 111 91 70 161 140 105

秋入学 1 1 1 3 3 3 2 2 1 6 5 3

春・秋　合計 109 108 106 71 71 66 89 80 55 117 96 73

＊武蔵野学院大学国際コミュニケーション学部国際コミュニケーション学科　入学定員120名

2017.5.1現在

≪ 武蔵野学院大学　入試結果 ≫　2013（H25）年度～2017（H29）年度　【過去５年間】

春入学

2013（H25）年度入試 2014（H26）年度入試 2015（H27）年度入試 2016（H28）年度入試 2017（H29）年度入試

2017年4・6月
実施予定

未確定
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